様式第１６号の２　　　　　　　　　　　（表）

千葉市マンション耐震診断費補助金変更交付申請書

［本診断］
　　　　年　　月　　日

（あて先）千葉市長
〒　　　　　－

申請者住所　　　　　区

　


管理組合の名称　　　　　　　　   　　　　　　　　　

代表者の役職・氏名　　　　　　　 　　  　（※）
（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、     本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
連絡先電話番号

　　


連絡先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

@



　　　　年　　月　　日付け千葉市指令　　第　　号により耐震診断費補助金の交付が決定された本診断について、下記のとおり変更したいので、千葉市耐震診断費補助金交付要綱第２８条の規定により準用する第２１条第１項の規定により下記のとおり申請します。

記

１　補助対象住宅の名称

（１）所在地　　　　　　区

（２）マンション名

２　変更事項

　　□ 補助額
　　□ 診断者

３　変更内容

	　　
	変更前
	変更後

	内容
	
	


４　変更理由
	　　


（裏）

５　交付申請額（＊）

	金
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	０
	０
	０


６　交付申請額算出の基礎（本診断費）

	見積りに
よる金額
（税抜き）
	円　（ア）

	
	（ア）×２／３
	円　（Ａ）

	面積単価による
限度額
	補助対象床面積
	面積単価
	金　　額

	
	1,000㎡以内
	㎡
	3,670円
	円

	
	1,000㎡を超えて2,000㎡以内
	㎡
	1,570円
	円

	
	2,000㎡を超える
	㎡
	1,050円
	円

	
	合　　計　（イ）
	円

	
	（イ）×２／３
	　円　（Ｂ）

	限度額
	４，０００，０００円　（Ｃ）

	補助額
	Ａ、Ｂ又はＣの
いずれか低い額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	円　　＊ 
（交付申請額は、千円未満を切り捨てる）


７　事業期間（予定）

（１）着手　　　　　年　　月　　日

（２）完了　　　　　年　　月　　日

（添付書類）

　１　補助額を変更する場合

変更後の補助対象経費に係る見積書又はその写し

２　診断者を変更する場合で、耐震診断を行う者が千葉市マンション耐震診断士ではなく、補助対象住宅の当初の設計又は工事監理をした建築士又は建築士事務所に勤務する建築士である場合

（１）補助対象住宅の当初の設計又は工事監理をした建築士又は建築士事務所に勤務する建築士であることを証する書類

（２）耐震診断講習会受講修了証の写し






捨印





（裏面に続く）











捨印








